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1 はじめに
調査倫理、とくに社会学における社会調査の倫理に関わる問題については
──────────────────
＊関西学院大学
「調査倫理」問題の現状と課題
──特集のことばに代えて
 坂 健次＊
■要 旨
本稿は社会学分野を中心とする調査倫理の現状を概観し、その課題について
述べる。調査倫理環境の変化している現状を、行政・法令環境、調査環境をめ
ぐる人びとの意識、学界・学会・大学の動き、技術環境について概観したの
ち、変化への対応自身がゆらいでいる現況を指摘する。
つぎに、調査倫理をめぐる対応のなかに共通の暗黙の前提が見られる傾向の
あることを指摘する。第一に、調査主体と調査客体とを峻別しようとする傾
向、第二に、データ・クリエーションの必要性と楽しさを併せて言及しない傾
向、第三に、自然な調査環境を前提としない傾向、第四に、部分と全体を関わ
らせて倫理を評価しない傾向である。
結論として、倫理綱領や行動指針などのマニュアルによって調査倫理に対応
するときには、同時にマニュアル化できないメタ・マニュアル化が大切である
ことを強調する。メタ・マニュアルなくしては人権の尊重も科学の発展も望め
ないだろう。本稿は、「特集のことば」としての役目を果たすとともに、本 21
世紀 COE プログラムの狙いと調査倫理問題との関連について述べたものでも
ある。
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近年多くの議論がなされ、また大きな制度的動きがあった。多くは行政や法
令などの外的調査環境の変更から促された動きではあったが、むろんそれに
止まらない。私たちの 21世紀 COE プログラム（「『人類の幸福に資する社
会調査』の研究」）でも当初から調査倫理の問題は重要な関心の一つであっ
た。すなわち、文化や文脈の異なるなかで行われる社会調査は、まずは文化
的多様性の存在を認識し重視することが大切であり、その後普遍的価値を有
する調査をどのように実施するかというのが問題関心の中心であった。
2005年には、日本社会学会大会においては倫理綱領検討特別委員会ラウ
ンドテーブルが、また関西学院大学においては COE 研究会の一環として
「調査倫理研究会」が開催された1）。社会学という分野に限らなければ、調
査倫理に明らかに悖ると思われるデータ捏造事件や科学研究費の不適切使用
が新聞紙上を賑わすことも国内外で起きている（たとえば最近起こった国外
での事件については、［李，2006］参照）。それ自体は由々しき問題である
が、本稿の関心はもう少し別のところにある。すなわち、本稿においては社
会学の分野から見たかぎりでの調査倫理問題の現状を概観し将来に向けての
課題を明らかにしたい。
マートンはその昔「科学の社会学」の展開のなかで、4組の制度的命令
（モレス）が近代科学のエトスを形づくっていることを指摘していた。4組
のモレスとは、普遍主義、公有制（コンミュニズム）、利害の超越、系統的
な懐疑論である［Merton, 1958］。これらのモレスは、現実には守られない
ことがあるにせよ、近代科学にとって根底的な意味をもっていると述べてい
る。最近では、社会調査を公共財としてとらえる視点もあり2）、議論も当然
のことながら深まってはいるが、社会学や社会調査がマートンの言うモレス
の支配下にあるという事情に変わりはない。しかしマートンがこうした議論
を展開していたのは 1930年代のことであり、その後の科学社会学の目覚し
い発達［Jasanoff et al., 1995］と他方での社会変化、とくに人権意識そのも
のの変化は、調査倫理の焦点を大きく変えることになった。
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2 調査倫理環境のゆらぎの現状
2. 1 行政・法令環境
2003年 5月に日本では「個人情報の保護に関する法律」（略称「個人保護
法」）が設けられた。賛否を別として、世界の流れからすればこの個人情報
保護法の制定はむしろ遅きに失したとさえ私は思っている。それぞれの国に
おいて何が等価な法律かの精密な議論は措くとして、1990年 9月に個人保
護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関する OECD 理事会
勧告が出されてのち、各国の対応は日本よりははるかに早かった。日本の対
応はほぼ最後だったのではないか。
住民基本台帳制度も、それまでの何人でも閲覧を請求できるという閲覧制
度を廃止して、個人情報保護に十分留意した制度として再構築され、2006年
6月には議論のすえ「住民基本台帳の閲覧に関する規定の再整備」の改正が
なされた。こうした整備もむしろ遅きに失したと言える。しかももっと大切
な問題は整備の中身である。改正の結果、社会調査を実施するという観点か
ら見るならば、「閲覧が必要であるとの申出があり、市町村長が申出を相当
と認める場合」には閲覧ができるようになった。例としては、統計調査、世
論調査、学術研究その他の調査研究のうち公共性が高いものが挙げられてい
る。公共性が高いかどうかは、調査結果が広く公表され、その結果が社会還
元されていることをもって判断される。社会調査からすれば「紙一枚で首が
つながった」ところであろうか。現在では、社会調査の目的で閲覧したいと
きには住民基本台帳法第 11条にもとづいて、「住民基本台帳閲覧申出書」を
首長あてに提出しなくてはならない。仮に個人で申請するとなると、「閲覧
事項の利用目的」「申出に係る住民の範囲」「閲覧者（の氏名・住所）」「閲覧
事項の管理方法」とともに、（調査研究に利用する場合であれば）「成果の取
扱い」や「実施体制」について記入しなければならないようになっている。
しかし、いわゆる住基ネットそのものや住基カードをめぐる事件は後を絶た
ないし、住基ネットそのものがプライバシーの侵害ではないのか、憲法違反
ではないのかの訴えがなされ、個人の離脱を認める（＝住民票コード削除命
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令）判決がなされたり、状況はゆらいでいる。個人の離脱を認めることにつ
いてはその財政的コストを問題視する向きもあるが、社会調査のサンプリン
グの立場からすれば、厳密に言えばそこから標本抽出をすべき母集団リスト
としての性格を失うことを意味する。
2. 2 調査環境をめぐる人びとの意識
米山俊直（1930−2006）の逝去後に編まれた本［米山，2006］には、村々
を一時期共に歩いた加藤秀俊が一文を寄せている。それによれば「米山さん
はほうぼうで知り合ったひとびとと文通をつづけ、可能なかぎりおなじ村を
くりかえし訪ねていた。べつだんこれといった用事もないのに、である。調
査などというもっともらしい名前で村にでかけてゆくのではなく、すべてお
たがいの『ご縁』というものだ、とかれはかんがえていた」。そして「この
ような人間関係が『調査者』と『被調査者』という乾燥したものであろうは
ずがない」と（p. xvii）。出かけた村の農家の主婦が米山に「わたしらの仕
事は、いつまでたっても楽になる日はない。……すこしでも仕事を楽にして
ゆく工夫を、にいさんらは考えてくださいな」（p. 96）と語りかけるとき、
そこには若き研究者としての米山に全幅の信頼感があったことが窺える。簡
単な質問紙を行っても「大多数の真剣な回答」（p. 87）が寄せられた、とい
う。
たしかに、ここには米山ならではの研究姿勢や人柄が反映しているだろ
う。しかし、同時に時代的要因も多少ありはしないか。調査環境をめぐる人
びとの意識の変化についての調査といったものは皮肉なことに存在しない。
したがって、世代を異にした研究者からの直接的な聞き取りや間接的な情報
をつなぎ合わせて仮説的に類推するほかはないけれども、調査環境をめぐる
人びとの意識は戦後直後の占領時代とその後で、また 1950年代以降半世紀
の間に相当変わったと言えるのではないか。この状況はフィールドワークに
頼るいわゆる質的調査方法の調査環境ばかりではない。プライバシー意識の
高まり、大学のユニバーサル化による研究者自身の大衆化（による権威や信
頼感の失墜ないし低下）、各種の調査の氾濫、等々は調査環境をめぐる人び
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との意識の変化やゆらぎをもたらし、回収率の低下や「回答拒否」現象につ
ながっている。むろん、回収率の低下にはそのほかの構造的要因（人びとの
移動の高まり、労働形態の多様化、住民票の異動と実態との齟齬の高まりな
ど）があるのですべてがすべて人びとの意識の変化を示すものとは限らな
い。しかし、逆に言えば、構造的要因のみで低下しているわけではないこと
も認めなくてはいけないだろう。
2005年に実施された国勢調査では、「回答拒否」に相当する郵送提出にも
応じなかった世帯は 2000年調査では 1.7％であったのに対して 4.1％にまで
増えた（「朝日新聞」東京版、2006年 4月 20日 2版、10ページ）。さらに
「ニセ調査員」事件なども絡んで、調査環境は不信感が渦巻くなか一層深刻
になっている。総務省は 2006年 1月に「国勢調査の実施に関する有識者懇
談会」を設置した。こうした事実と動きは、上に述べた行政と法令の動きと
併せて人びとの意識を反映していると同時に人びとの意識の変化を加速させ
る可能性もある。
2. 3 学界・学会・大学の動き
日本社会学会を中心とした動きと東北大学の動きについては、本号所収の
長谷川公一論文、森岡論文、原論文に詳しいのでそちらに譲る。アメリカの
社会学界ならびにアメリカ社会学会における IRB（＝Institutional Review
Board）［施設内研究倫理審査委員会］の動向については、藤本論文に詳し
い。東北大学の「調査・実験に関する内規」が「欧米の大学や学内他分野
（医学、工学など）の規定を参考にして作成した」と記されているように、
社会学における倫理規定の制定自身が、欧米／他分野→日本社会学会の倫理
綱領／研究指針→各大学における諸規定という流れの伝播現象の例示となっ
ている。IRB の日本への導入については、それを推進すべしという立場（藤
本）とそのまま導入することには大きな問題と弊害があるとの立場（長谷川
公一）とに大きくは二分されてゆらいでいる状況がある。しかし大きな流れ
で言えば、IRB やアメリカの学界・学会の直接間接の影響があってこそ日本
の学界・大学も倫理規定への制度的対応を押し進めてきたというのが実情で
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はあるまいか。
原が指摘するように、内規の制定については現場からの要請がある。すな
わち、標本抽出を行おうとすれば住民基本台帳や選挙人名簿の申請をしなく
てはならない。その際に所属長（学部長や研究科長）名の申請書が求められ
ることが多い。さらに隣接科学である社会心理学や心理学の分野では、所属
長による実験実施許可証の添付が投稿論文の受理条件となっていたりする。
学部長や研究科長が個別に許可証を発行するだけの実質的判断はじつは難し
いので、その判断のできる権威ある委員会組織が必要になり、審査体制を確
立しなくてはならなくなる。論文の投稿先が国際誌になれば許可証は英文の
ものを準備しなくてはならなくなり、結局はグローバル・スタンダードとい
う名の欧米中心の体勢に行き着く結果となる。研究の国際化や海外発信の必
要性が叫ばれている折から、こうしたグローバル化は好むと好まざるとに関
わらず支配的な IRB 体制に行き着くようになっているのである。このよう
にして大学にはあらたな委員会が一つ増え、そしてその仕事が誰かの肩にか
かる。これをしも制度的整備が行き渡ってきたと言わねばならないのだろう
か。制度的整備は最終的には倫理の徹底にあるはずである。整備が倫理に悖
る行為の減少を招来するかどうかについては、今しばらく推移を見る必要が
ある。
2. 4 技術環境
コンピュータとインターネットの発達で、情報の収集や処理の科学技術環
境は以前とは比較にならないくらいに発達した。最近では電子媒体のジャー
ナルも多く出版されるようになり、研究成果も望めば瞬時にして世界をかけ
めぐるようになった。これはマートンのいうモレスからすれば、科学的成果
の公開性に役立つ。しかし技術環境の変化は科学的活動の負の側面をも大き
く変えた。
たしかに、ニュートンの時代から彼自身にデータの改竄や報告書の偽装が
あったことは余りにも有名である［Broad and Wade, 1982; Smith, 2004］。昔
「ノリとハサミ」という表現があったように、研究の現場でも教育の現場で
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も剽窃はあったのかもしれない。しかし現在では技術的にはしようと思えば
スキャナーで読み込んで「コピペ」（＝コピーアンドペースト）することに
よって世界のあらゆる情報を切り貼りで取り込むことのできる技術環境に住
んでいる。つまり技術環境の変化によって剽窃もはるかに容易になり、かつ
また発見しにくいかたちで可能になった。学生に対して「剽窃」の観念を教
えることが容易いことではないのも、技術的環境の変化に一因しているよう
に思われる。
このような IT 革命の時代に、あらためて「掲示板」への書き込みから初
めて情報リテラシーなど技術環境の変化の時代にふさわしい「常識」「良
識」「マナー」「倫理」が求められるのはけだし当然であろう。科学的分野の
調査倫理といえども技術環境の側面から見れば、そうした基礎的道徳の延長
である。
研究成果の公表も、迅速な公開原則からすれば技術環境の特性を最大限に
生かした電子媒体を利用することが望ましい。しかしながら、人権問題をは
じめ利害をめぐる係争に関わる調査報告書の公表は差し控えなければならな
いことも少なくない。だからと言って該当箇所を黒塗りにしていけば報告書
としてさえほとんど意味のないものになってしまうことさえある。公共財と
しての情報やデータベースの公共性という矛盾を孕んだ問題がここにはあ
り、それに対する一般的な解は存在しない。
3 ゆらぎへの対応のゆらぎ
前節においては、調査環境をめぐる現代日本における変化（ゆらぎ）につ
いて社会学の分野をおもに念頭において、行政・法令環境、調査環境をめぐ
る人びとの意識、学界・学会・大学の動き、技術環境の面から概観してき
た。このうち、行政・法令環境や学会の動きはここ一二年の変化である。し
たがって、私たちは実のところそれらの「対応」の効果というものをまだ知
らない。社会調査の観点から見て、必要な調査のためには住民基本台帳の閲
覧は円滑になされるだろうか。個人申請と法人申請とでどのような違いを生
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むだろうか。国立大学が独立行政法人となったことはこうした申請手続きの
点で新たな問題を生んではいないか。所属長の許可証は、全国一律に求めら
れているものだろうか。所属長の許可証を発行するための標準化された手続
きはどうすればよいか。東北大学の先例がそうしたように、「調査・実験倫
理委員会」のようなものをすべての大学で早急に作るべきか。大規模大学で
は可能かもしれない委員会であっても、すべての大学に作る実質的余力は本
当にあるのだろうか。昨今、大学を教育中心の大学、地域社会への貢献を中
心とする大学、研究中心の大学の三本立てに分類していこうとする方針が補
助金政策からも窺えるけれども、研究中心から疎外される研究者個人を生み
出すことが本当に日本の研究国際競争力を高めることに貢献するのか。一大
学の研究活動の正当化のための一連の「合理化」（大学によっては、研究出
張には「宿泊証明書」をホテル側に発行してもらったり、海外での国際会議
での研究報告に際しても写真証拠を求めたりしている）が、このような制度
的整備は他大学や他研究所の研究者の協力を得られにくくし、ついには共同
研究そのものの地盤を危うくしないか、等々現場からの杞憂は耐えない。
また社会学者が社会学専門の制度的分科にのみ属していると仮定するのは
単純な誤りである。社会学研究者が、たとえば医療福祉系の大学に所属して
いることもある。しかもそうした大学では社会学よりははるかに厳しい倫理
委員会体勢を敷いていることが多い。そのような場合には社会学者といえど
も、より厳しい倫理基準や手続きを経なくてはならないのかどうかという分
野間調整の動きもゆらいでいる。
つまりは、さまざまな変化（ゆらぎ）はその行く末や効果が分からないま
まその対応自体も漂流して（ゆらいで）いるのが現状である。「矛盾の部分
的解決」と言えば聞こえはましかもしれないが、全体の流れが弥縫策の連鎖
でなければよいとしか言いようがない。部分的解決は部分的矛盾を再生産す
るだけである。現場では、多くの試行錯誤が続いているが、その試み自体が
研究者の生命を奪いかねない。
対応が漂流しているというのは、一つは機関内の分散である。おなじ機関
でもさまざまな考えがあり、変化の効果が見えない以上根拠の薄い論争に陥
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りがちである。調査倫理のように誰が見ても駄目なものは駄目であるという
意味でユニバーサルな価値基準を打ちたてうるように思える領野においても
そうである。もう一つは機関間の分散である。上にも示唆したように、大学
間の性格や規模の違いがある以上、そしてその違いを明確にして更に選別化
していこうという政策が文部科学省によってとられている以上、この機関間
の分散はどうしても大きくならざるを得ない。学会は機関間分散にもかかわ
らず合意できそうなところで合意していかざるを得ないために、おのずから
一般的で抽象的な対応に傾かざるをえなくなる。
これらの動きを大きな視点で特徴づけるならば、「合理化の進行」であろ
う。個人情報の漏洩回避の要請や調査関係当事者の人権擁護といった絶対的
な「定言命令」を守るために法令を整備し、学会は理念にもとづき倫理綱領
を作り、最終的には行動指針という形で制度的な整備を行う。この流れは理
念→規範→制度→行動といったヒエラルヒーを構成しており、全体としては
「逸脱」のない行動が実現されるように仕向けられている。ここには M.
ヴェーバーの言葉を使えば（必要な社会調査が実施されうるための）「計算
可能性」が保証されている。つまり対応のゆらぎを最小限に押し込めるため
の標準化された行動指針が提示される。手続き的な様式に着目するならば研
究活動の官僚制化と呼んでもよい。マンハイム流に言えば、調査の対象者の
人権を守り調査者としての種々の倫理を守るという大義を客観的目的としそ
れを達成するために関係当事者の行為様式を組織化しようとしている意味で
は「機能的合理化」を高めようとしていると言ってもよい。しかし、ヴェー
バーが形式合理性と実質合理性とのアンチノミーを近代の容易には避けがた
い問題と見てとったように、またマンハイムが「機能的合理化は実質的合理
性を高めるものでは決してない」と指摘したように、調査倫理をめぐっても
同様の事柄が起こっていると思う。マンハイムにとって「実質的合理性」と
は「所与の状況において事件の相関関係をみずから洞察して知的に行為する
能力を促進する」ことを意味している［Mannheim, 1940］。調査倫理をめぐ
る組織的対応状況は責任ある自立的研究者の判断に委ねる余地を狭くしてい
るばかりか、主体的判断──それが調査倫理に悖らないばかりか高度に遂行
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することに資するものであれ──の余地を容認していないのである。このこ
とはマンハイムが暗に言うように、行為者（＝研究者）に判断の能力が欠如
しているとか、能力を促進させないということでは直ちにはない。能力が仮
にあったとしてもそれを発揮させる機会を「行動指針」という形で組織的に
奪ってしまっているということである。そのような事態が持続するならば、
たしかにそうした能力は個体発生的にも系統発生的にも衰退していくだろ
う。
4 調査倫理をめぐる対応のなかに見られる暗黙の前提
調査倫理問題に対する日本社会学会をはじめとする日本の公的組織の対応
や東北大学の例を概観するならば、そこには「調査」の営みや内容について
の共通した暗黙の前提のようなものがある。その暗黙の前提が「調査」観を
狭隘にし、自由で創意あふれる研究活動を封じてしまっている。本号所収の
長谷川公一論文は IRB のトリビアリズム等が研究活動の萎縮を招きかねな
いことを指摘している。しかしその指摘内容は「調査」についての暗黙の前
提を介して自らに対しても向けられることになるのではないか。今後の調査
倫理問題は、すべてではないにしても、その窮屈な「調査」観によって影響
を受けざるをえない。ここで言う暗黙の前提について述べておこう。
4. 1 主客二元論
調査主体と調査客体とを峻別する考え方が底流にある。「研究者の社会的
責任と倫理、対象者の人権の尊重やプライバシーの保護、対象者が被る可能
性のある不利益への十二分な配慮などの基本的原則」（日本社会学会倫理綱
領の「策定の趣旨と目的」より）が語られている。ここでは研究者と対象者
は区別されており、研究活動の共同性が想定されていない。なるほど、調査
票による大量調査を行うばあい質問の内容は研究者同士で検討され改良され
ることはあるものの、調査票を配布する相手（多くのばあい、サンプリング
によって抽出される）と事前に内容について議論して作りあげるわけではな
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い。回答者に選ばれた人間からすれば唐突に回答者に選ばれたというほかは
ない。なかにはパイロット調査という形でいわば質問内容についても機能的
に見れば「事前相談」がなされていると言えないこともないが、回答者側の
主体的な関わりはまずない。つまり、この種の調査には調査の主体と客体と
が別個に存在している、と言えないことはない。
しかし、実際の調査、現実に実施されている調査においては、主体と客体
とを分けてとらえることの難しいばあいが少なくない。本号所収の論文で言
えば、豊島論文がそのことを強調している。そこでは調査者は調査対象であ
る在日コリアンからなる青商連合会と一緒になって調査の企画を行ったこと
が報告されている。もっと具体的には青商連合会のメンバーが調査員として
「同胞」に直接接しているのである。このような状況では、主客二元論を持
ち出すことはむしろ不自然である。「対象者の人権」を尊重することは、即
自らの人権を尊重することを意味する。こうした視点は宮内［2004］の言う
「NGO/NPO、自治体、研究者の連携」の思想に通じる。ひとたびこうした視
点を確認したうえで強い主客二元論を振り返ってみるならば、それは調査者
自らの人権の否定ないし非尊重を意味していたのではないかとさえ思える。
責任をめぐって調査主体に求められることが多い。しかし、責任は調査を
される側にもある。たとえば、国勢調査の問題が今は深刻だ。すでに言及し
たように国勢調査をめぐる回収率の低下は、国勢調査の本来的目的を危うく
するまでの深刻な状況を生んでいる。国家の立案する政策にとって基本的に
必要な情報やデータが不可欠だとすれば、それに協力することは国民の責務
であるはずだ。すなわち、一つの調査を成功させるという共同認識が不可欠
である。殊更の主客二元論はあたかも利害が対立するかのような意識を醸成
しないだろうか。共同認識の醸成のためには調査意義の徹底とそのための啓
発が必要であるが、最近の国勢調査についてはそうした努力が私から見れば
きわめて不十分である。各世帯に配布される調査票に付随して配られた「調
査票の記入のしかた」（平成 17年度版）の頭書には、「国勢調査は、行政の
基礎となる人口・世帯の実態を明らかにする、国の基本的な統計調査で、平
成 17年 10月 1日現在、国内に住んでいるすべての人を対象に行うもので
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す」というぐらいの一般的説明しかしていない。「記入のしかた」の末尾に
は、「国勢調査の調査事項は 統計としてまとめられ 次のように利用され
ます」といった簡単な説明が 5項目にわたってなされているが、国民のどれ
だけが納得しているだろうか。現時点での国民の一般的リテラシーは高いは
ずで、むしろ国勢調査の簡単な歴史や国際比較、意義とともにそれが精度や
継続性、網羅性、全国性を低下させた場合の問題点についての説明書を全戸
配布するくらいの努力が必要ではないだろうか。
調査能力をめぐっても主客二元論は問題を内包している。たしかに、大量
調査をめざす調査票をもちいた調査であれば調査責任主体というものが明確
だし、そうでなければならない。調査票を用いて調査される人は被調査者
だ。しかし、質的聞き取り調査などでは、調査者は聞き取りの過程において
多くのことを学び、確実に影響を受けて、軌道修正をしている。その軌道修
正のなかにこそ意味があるのだ。
4. 2 データ加工の禁忌
データについては、たとえば日本社会学会倫理綱領にもとづく研究指針に
おいては「（回答の）メーキングの防止」への注意や「（データの）偽造・捏
造・改竄（ざん）の禁止」が謳われている。剽窃もであるが、最近の学生の
なかには偽造・捏造・改竄の字を漢字で書くことのできない者も少なくな
い。否、その意味を知っていて書けないのではなく、語義そのものも知らな
いか身についていないこともある。その場合には畢竟語義を一から説明し、
なぜ倫理上それらがいけないことかを説くことになる。しかし調査倫理の文
脈でデータ・クリエーションの話をすることはめったにないから、矢継ぎ早
の禁止令（Don’t）の前に途方に暮れる。Don’t は Do による補完がなければ
ならない（本号所収の好井論文も参照）。
データは言うまでもなくナマのまま眼前に横たわっているわけではない。
たとえば、新聞記事をデータに何か（たとえば、ゆとり教育に対する人々の
意識とその変化）を調べたいと思ったとする。でも眼前に横たわっているの
は新聞の山あるいはマイクロフィルムだけである。まずは手がかりとして切
12 先端社会研究 第 6号
り抜きをしたり、メモをとったり、記事の字数を数えたり、内容を分類した
り、月ごとの記事件数を数えてグラフにしたりしなくてはならない。これが
データ・クリエーションである。その作業には苦闘も強いられるが、工夫の
余地もあって楽しいことも新たな発見もあるかもしれない。もう一つ例をあ
げよう。岩本［2002、2007］は、漫画『ブロンディ』を素材にして戦後日本
の「アメリカニゼーション」を論じている。具体的作業の一つに、4コマ漫
画に登場する冷蔵庫の回数を数え上げるというものがあった。その結果、そ
れほど回数としては多くなかった（合計 734日のうち 20回）のに人々の回
想のなかの『ブロンディ』では、大きな冷蔵庫のインパクトは大きかった。
なぜそのような知覚的歪みが生じたかは面白い問題ではあるがここでは関係
ないので立ち入らない。冷蔵庫が描かれている日数やコマ数を数える、とい
う作業によってデータは作られる（＝クリエートされる）のである。『ブロ
ンディ』はナマの素材でありデータであることには違いないが、それ自体で
は分析にかけることができない。このようなデータ・クリエーションそれ自
体は、むろんメーキングでも、偽造・捏造・改竄のいずれでもない。数えた
回数を偽ったときに偽造・捏造・改竄があったという。しかしそれ以前の段
階は創造的な営みだ。調査倫理に関連して Don’t のみを伝えることはデー
タ・クリエーションの必要性と積極さと創意工夫の楽しさを前もって封じる
ことになりがちである。
データ・クリエーションの必要性と楽しさについての議論の貧困は、調査
方法の代表としてあげられる「統計的量的調査」と「記述的質的調査」の二
分法によってさらに拍車がかかる。調査方法の違いによって、質的調査と量
的調査、あるいは事例調査と標本調査とに分けることは珍しいことではな
い。むしろ一般的でさえある。調査倫理との関連で見てみても、本号所収の
森岡論文が指摘しているように、この二分法は意味を持っている。すなわち
標本調査では匿名性の程度が高く物語性が（そのままでは）欠如している
が、それに対して事例調査は匿名性の程度が低く物語性が高い、と。
データの収集とクリエーションと、他方調査との関係がこれまであいまい
にされてきていないか。統計的量的調査も記述的質的調査もたしかにデータ
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収集の手段である。しかしデータ収集の手段は、上にあげた漫画分析のよう
に、他にたくさんの種類のものがある。漫画分析のようなデータ収集手段は
通例「調査」とは呼ばないと考える向きもあるかもしれない。しかし、仮に
そうした慣例を認めるとしても「調査」には狭義のものと広義のものとがあ
りうることまで否定することはできないだろう。広義の調査は、ほとんど研
究というに等しいのである。
データの偽造、捏造、改竄の禁止が当然守るべき行動指針であることは疑
いない。しかし教育の現場、ひいては研究の現場では、それは陰鬱で出口の
ない説教に響く。自由で闊達で創造的な研究心を育てることには少なくとも
ならない。禁句は奨励があってこそバランスがとれるのではないか。
4. 3 調査環境の不自然
IRB に対する長谷川公一の批判がある。批判の第 4点は「IRB が肝心の研
究の自主性や自発性を損ないがちで、真の倫理問題から目をそむけさせ、形
式的な手続き的なトリビアリズム（瑣末主義）に陥らせがちだという弊害も
ある。」第 5点は「対象者の同意書や所属期間の許可書がない段階では、し
かも同意書や許可書の範囲内でしか、調査に入れないということになれば、
調査のプロセスは著しく硬直的なものになり、研究活動は萎縮しかねな
い。」第 7点は「IRB は、アメリカ社会のような、他者への不信（distrust）
を前提とした社会で発達してきた制度である。したがって日本社会のよう
な、長期的な信頼関係に基本的な価値をおく社会にふさわしいか」と批判的
に指摘している。
こうした批判はしかしながら IRB にのみ向けられるべきものだろうか。
日本社会学会倫理綱領もその研究指針も IRB と同様のスタンスで臨んでい
るのではないか。「場合によっては、調査対象者から同意書に署名（および
捺印）をもらうことなどを考慮しても良いでしょう」と表現は幾分腰が引け
ているけれども、言っていることは IRB と変わりない。
私の門下生の一人（中国・同済大学講師の程 嘩）は、目下上海郊外にお
いて三峡ダムからの移民（の満足・不満意識のメカニズム）の研究に従事し
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ている。調査への協力を依頼して聞き取りも行っている。しかし、日本社会
学会の行動指針にしたがって、「［依頼と］同時に対象者には、原則としてい
つでも調査への協力を拒否する権利があることも伝えておく」わけでは決し
てない。移民コミュニティにかなり入り込んだ今でこそ大量調査票調査も実
施するようになっているけれども、当初は移民の人びとや近くで働く農民工
たちが集まって食事をしているレストランに入り、話やトランプゲームの輪
に入って彼らと話し始めたのがきっかけである。自分から声をかけておいて
「調査への協力を拒否する権利がありますよ」と最初に切り出すことは馬鹿
げているだろう。こうした問題は、すでに荻野［2005］が社会調査と場所と
いう文脈ですでに論じている。現在の倫理綱領や行動指針は、あるいは無意
図的かもしれないが、不自然な調査環境を暗黙の前提としている。別言すれ
ば、どのような調査環境にも通じる保守的な禁忌は、結果として不自然な調
査環境を前提としてしまうということである。
4. 4 全体なき部分
研究には多くの場合研究組織が直接間接にかかわっており、研究活動に関
連する事務局を必要とする。研究の進展にとって研究組織が緊要な働きをす
ることについては夙にラザーズフェルドが強調したことであるが［Lazars-
feld, 1972］、研究活動の事務管理に携わる事務局の存在も無視できない。通
常、事務局は部分的な仕事を任されるから、研究目的や調査環境の全体を見
通してはいない。眼前の書類の処理上に遺漏がないかに目が向く。
研究者も日常の研究活動においては往々にして部分しか見なくなる。調査
には目標があって手段がある。原論文は関西学院大学の COE プログラムが
「これまでの社会調査のありかたを反省して、本当に人びとの幸福に役立つ
社会調査のありかたというのはどのようなものであるのかを、さまざまな形
で追究している」点で評価している。その一方で、「幸福に役立つ」調査と
は何かを定義することができないのではないかと疑問を呈し、自らは社会調
査を支えるのは「究極的に人びとを『豊かにする』という信念である」と述
べている。私から見れば、人びとを「豊かにする」かどうかも、「幸福に役
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立つ」かどうかと同じくらいに定義の難しいことである。ここでいずれの信
念がより究極的で定義可能かを論争することは大して意味がない。言いたい
ことは、調査をめぐるそうしたヨリ高次の目的なり信念なりについての議論
が必要だということである。むろん、何が目的で何が手段かは相対的だ。調
査目的が現代日本における格差の実態を把握することにあるとすれば、その
調査目的はさらに「よりよい社会」を築くための手段である、という風に。
さらに、調査設計のたびごとに究極目的がどこにあるのかという議論ばかり
が先行して、一向に実行に移されないようなことがあってもいけない。重要
なことは、調査の営みが目的－手段の連鎖からなるヒエラルヒー構造を成し
ているという点であり、その認識である。しかし倫理綱領や行動指針から
は、そうした目的－手段のヒエラルヒー性を汲み取ることができない。
調査の営みの内部でも部分と全体の関連が本来問われなければなるまい。
長谷川計二論文は「トータル・サーベイ・エラー」の視点について論じてい
る。調査が統計数理学に依存しているのは、一つには危険負担の程度を測る
ところにある。誤差には標本の代表性に関わるものと測定に関わるものとが
あるが、私たちは全体としての誤差を小さくしなくてはならない。それを個
別に切り離して課題視することは、対象とする現象を正確に把握するという
調査の原点をむしろ裏切ることになる。「トータル・エラー」の発想には全
体と部分の峻別と統合の視点がある。
本号には聞き取り、ライフヒストリー研究、インタヴュー法のそれぞれに
ついて論じた論文が 3本ある（好井論文、桜井論文、蘭論文）。力点は異な
るけれども、聞き取り調査の手続きがそもそもだれのためにあるのかを問い
かけている（蘭論文）点で、また「あらかじめ決められ固定された倫理では
なく、状況に応じた適切な倫理的対応」を求めている（桜井論文）点で、
「～できる」という肯定的メッセージを内包した調査倫理を追究している
（好井論文）点で、すべて調査をトータルな社会的事実として捉えようとし
ている。こうした視点はそれぞれの研究歴と苦闘の経験のなかから生まれて
きたものである。いくら倫理綱領と行動指針を読んで咀嚼したつもりになっ
たとしても、こうした視点に辿り着くことは決してできないだろう。
16 先端社会研究 第 6号
5 おわりに
調査倫理の問題が、関係者の人権を尊重するという価値と研究そのものを
活性化していくという価値の二つを大切にすることと関連しているというこ
とは昔も今も変わりない［Neuman, 2004］。これら二つの価値を遵守するこ
とを単純化して「人権を守れ」、「研究を守れ」という二大定言命令と仮に呼
ぶならば、定言命令は引き続き今後も行き続けるだろうし、そうでなければ
ならない。本稿はそれらの定言命令を体現する倫理綱領や行動指針が不必要
だと言っているのではない。そうではなく、倫理綱領や行動指針が無意識的
に内包している暗黙の前提をつねに再考しないと調査のもともとの大義を裏
切る結果に陥ってしまうことを指摘したかったのである。
関西学院大学の 21 世紀 COE プログラムが「社会調査のパラダイム転
換」を掲げてきた動機の一端も実はそこにあった。「社会調査のパラダイム
転換」では、欧米中心からアジア的視点へ、一方的調査から双方向的調査
へ、映像的手法の重視などを意味していた。このパラダイム転換において調
査倫理問題が直接的に関わってくることはないけれども間接的には大いに関
わると思う。調査倫理の Do と Don’t とのなかにはいずれのパラダイムの下
であろうが守らないといけない規範を含んでいる。しかし規範のベーシック
スの議論に終始することは、調査倫理の定言命令を結局は裏切る結果になる
ことをあらためて強調しておくべきであろう。たとえば、本号所収の阪本論
文は、プライバシー論が「人格の尊厳の問題」として抽象論にとどまること
の危険さと貧困さとを指摘しているように。
社会調査のパラダイム転換と調査倫理の発想の転換は、その先に多くの課
題を残している。すなわち、マニュアル化できない調査方法論をどのように
確立してゆくかという課題がそれである。マニュアル化したその瞬間から大
義を裏切ることになるというパラドックスに私たちは具体的に立ち向かわな
くてはならない。例が唐突に響くかもしれないが、私たちは子どものときか
ら四則演算を覚える。しかし抽象代数を学ぶなら四則演算がいかに二項演算
の特殊例でしかないかを知ることになる。特殊例をしかも全体的展望のない
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ままに学習してしまうことの弊害は大きい。だからと言って、子どものとき
に四則演算を教えないわけにはいかない。四則演算を学習することなくいき
なり抽象代数を学習しようとしてもそれは無理であろう。当面は、倫理綱領
や行動指針を学習しつつもそれを超えるメタ・マニュアルを確立してゆくし
かないであろう。
それにしても日本の学界はこれまではナイーヴに過ぎたようだ。倫理綱領
や行動指針「なしで済ませる」ことができるならいい。それで倫理に悖るこ
とが起こらなければ一見問題はないかに見える。しかし、そうは行かないの
だ。グローバル・スタンダードが学問的世界をも支配している以上、それを
無視することもできない。日本社会学会の努力は、むしろ遅まきながらとい
うことであったかもしれない。
注
１）第 78 回日本社会学会大会時の倫理綱領検討特別委員会ラウンドテーブル
（2005年 10月 22日、法政大学）のテーマと報告者と司会は以下のとおりであっ
た。
テーマ：社会調査と倫理
報告者：原純輔（東北大学）、大谷信介（関西学院大学）、
福岡安則（埼玉大学）、蘭由岐子（神戸市看護大学）
司会：長谷川公一（東北大学）、森岡 志（首都大学東京）
COE 研究会の一環としての「調査倫理研究会」（2005年 12月 9日、関西学院
大学）のテーマとパネリスト、討論者、司会は以下のとおりであった。フロアー
も含めこの研究会に参加し議論をしてくださった方々すべてに主催者として感謝
する。
テーマ：調査倫理をどう考えるか
パネリスト：長谷川公一（東北大学）、藤本加代（日本学術振興会）、
鬼頭秀一（東京大学）、荻野昌弘（関西学院大学）
討論者：阪本俊生（南山大学）、好井裕明（筑波大学）
司会者：闍坂健次（関西学院大学）
２）たとえば、海野道郎がその代表である。関西学院大学大学院社会学研究科「21
世紀 COE 特別研究 I──調査──」における海野の講義は、「公共財としての社
会調査──公共財についての調査経験を通して──」と題するものであった。
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付記
関西学院大学社会学研究科の推し進めてきた COE プログラムは 2007年度をもっ
て終了する。プログラムの直接間接の成果発表と研究拠点として交流の場として本
誌『先端社会研究』を創刊した。年二度の刊行をめざしてきて本号で第 6号を迎え
る。創刊号ならびにそれに続く号を基にして英文書も編んできた。KOSAKA, Kenji
（ed.）. 2005. A Sociology of Happiness: Japanese Perspectives. Melbourne: Trans Pacific
Press. FURUKAWA, Akira（ed.）. 2007. Frontiers of Social Research: Japan and Be-
yond. Melbourne: Trans Pacific Press. の 2冊はいずれも直接的に『先端社会研究』を
基にして編まれたものである。
しかし、本誌が真に国際的な学術交流の媒体になりえたかというと、主たる発表
言語が日本語であったことが災いしてそうは言い切れなかった。しかし、COE プ
ログラムも「グローバル COE」時代を迎えて、一層の国際的発信が求められてい
る。私たちもそうした反省に立ってより堅固な世界的な研究拠点をめざしてひとま
ず『先端社会研究』は休刊とし、2007年度からは英書の発行に力を入れていきた
いと思う。せっかく斬新な投稿制度を設け、ようやく本誌も斯界に広く認知され始
めたときに休刊の措置を取ることについては忸怩たる思いもあるが、発展的解消の
ためにはやむをえないと判断した。これまで本誌を愛読し寄稿し支援してくださっ
たかたがたすべてにあらためて感謝の意を表すとともに上の事情についてのご理解
と引き続きのご支援をお願いする次第である。
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■Abstract
The present paper outlines the observation of ethics in research in sociology
and other fields, and proposes issues that need to be addressed. Having observed
the changes afoot in the research ethics environment; the governmental and legis-
lative environment; people’s awareness of research settings; movements in the
academic community, academic societies and universities; as well as the technical
environment; the report highlights the fact that attempts to adapt to these changes
are wavering.
Furthermore, the present paper highlights a trend for those attempts to adapt
to ethics in social research to contain shared implicit assumptions. Firstly, there is
a tendency to differentiate between researcher and subject; secondly, there is a
tendency to avoid talking about the necessity and fun of data creation; thirdly
there is a tendency for research not to be based on the premise of natural settings;
and fourthly, there is a tendency not to relate the part with the whole when evalu-
ating ethics.
In conclusion, the present paper emphasises the importance of making «meta-
manuals» for matters than cannot be incorporated into manuals when adapting to
ethics in social research by making manuals such as ethics guidelines and codes of
conduct. Without meta-manuals there is little hope for increased respect of civil
rights or scientific progress. Thus, as well as performing its requirements for the
Special Feature series, the present paper serves to examine the relationship be-
tween the aims of our 21st Century COE Program and the issue of ethics in social
research.
──────────────────
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